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株式会社ミューチュアル

「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、「連結株主資本等変動計算

書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」、及び「個別注記表」につきましては、

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載する

ことにより株主の皆様に提供しております。

表紙



 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　Ⅰ.取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

　　　制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

　　　要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重できるように、ま

た社会人としての正しい姿勢・行動ができるように「コンプライアンス基

本方針」を定め、取締役及び使用人に周知徹底させる。内部統制を推進す

る組織を設置するとともに、取締役及び使用人に対するコンプライアンス

の教育・研修を継続的に実施し、法令・定款遵守及びコンプライアンス実

効性の確保に努める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は、取締役会規則及び文

書管理規程に従って適切に行い、取締役及び監査役は常時閲覧できるもの

とする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクに

ついての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

同規程に定める経営危機が発生した場合には、社長を本部長とする対策本

部を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザーチ

ームを組織し、迅速な対応を行い損害の拡大を防止し、これを最小限に止

める体制を整える。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、機動的かつ迅速な意思決定と正確な情報把握を行うために、取

締役会を原則として月１回以上開催するものとする。また、重要案件が生

じた時は、臨時取締役会を開催するものとする。

　　さらに、取締役・執行役員及び重要使用人による経営会議を定例的に開

催し、迅速・的確かつ効率的な意思決定・職務執行が行えるようにする。

取締役、使用人が事業部門ごとの業績目標と予算を設定し、月次業績会議

において目標未達の要因分析、その要因を排除低減する改善策を策定する。
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⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(a) グループ会社における業務の適正を確保するため、すべてのグループ

会社に行動規範を制定させるとともに、これを基礎としてグループ各

社で関連諸規定を定める。また、当社の内部監査室がグループ各社の

業務監査を定期的に実施する。

(b) 当社においては、関係会社管理規程を定め、子会社の損失の危険の管

理に関して、報告・協議を実施するものとする。

(c) 経営管理については管掌取締役を定め、当社との事前協議・報告制度

によるグループ会社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニタ

リングを行う。

(d) 取締役は、グループ会社が当社からの経営管理、経営指導内容に違反

し、またはコンプライアンス上問題があると認めた場合には、社長に

報告するものとする。

(e) 子会社を含めた業務の適正性を確保するため、グループ会社に役職員

を派遣することに加え、必要に応じてミーティングを実施し、報告を

求めるとともに、情報交換やグループ全体への徹底事項の伝達を行う。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性並びに監

査役の指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は、内部監査部門に所属する使用人と

し、監査役は、必要に応じて同部門に所属する使用人に対し監査業務に必

要な事項を命令することができることとする。また、監査役より監査業務

に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する

業務に関して取締役の指揮命令を受けないこととし、当該使用人の人事異

動、人事考課及び懲戒処分は、監査役会の事前の同意を得るものとする。
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⑦　当社及びグループ会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体

制その他の監査役への報告に関する体制

当社及びグループ会社の取締役または使用人は、各社の監査役に対して、

法定の事項に加え、職務執行に関し重大な法令・定款違反及び不正行為の

事実、あるいは当社及び当社グループに著しい影響を及す事実を知ったと

きは、その内容を速やかに報告するものとする。グループ会社の監査役は、

各社における報告内容に関し、当社監査役に対して適宜報告するものとす

る。当社監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため、当社及びグループ会社の取締役会他、経営会議などの重要な会議に

出席するとともに、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて

取締役または使用人にその説明を求めることができるものとする。また、

監査役は会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情

報の交換を行うなどの連携を図るものとする。

　⑧　監査役への報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取

　　　　扱いを受けないことを確保するための体制

報告者に対し報告を理由とした不利な取扱いが行われないよう、関連部

門へ要請するとともに、個人の評価結果についても確認を行い、必要に応

じて是正措置を取ることとする。

　⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に関する事項

　監査役会規程において、旅費等については、旅費規程の役員と同等の処

遇とすることを規定している。また、その他監査役の職務の執行上必要な

費用についても、法令及び社内規程に従い、会社が負担する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は監査役と適宜意見交換を行うこととする。

内部監査室は監査役と緊密な連携を保ち、監査役の要請に応じて調査を

行うこととする。
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Ⅱ.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、

当事業年度(2018年４月１日から2019年３月31日まで)の基本方針に基づき

以下の具体的な取り組みを行っております。

①　主な会議の開催状況として、取締役会は17回開催され、取締役の職務執

行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるため

に、当社と利害関係を有しない社外取締役が、うち15回に出席いたしまし

た。その他、監査役会は13回、経営会議は８回開催いたしました。

②　内部監査室は、独立した観点から内部監査基本計画に基づき、当社及び

グループ会社の内部統制監査を実施しており、法令・定款・社内規程等に

違反している事実の有無を検証しております。

③　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うととも

に、当社代表取締役及び他の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意

見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。

内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及

び子会社の業務の監査、内部統制監査を実施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 669,700 725,702 7,339,396 △ 769,536 7,965,262

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 161,298 △ 161,298

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

589,107 589,107

自 己 株 式 の 取 得 △ 20 △ 20

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額の合計 － － 427,808 △ 20 427,788

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 669,700 725,702 7,767,205 △ 769,556 8,393,051

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算 調 整 勘 定

その他の包括利益累計
額 合 計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 645,394 △ 4,453 △ 818 640,121 241,503 8,846,887

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 161,298

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

589,107

自 己 株 式 の 取 得 △ 20

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△ 176,856 △ 6,258 4,883 △ 178,231 73,880 △ 104,351

連結会計年度中の変動額の合計 △ 176,856 △ 6,258 4,883 △ 178,231 73,880 323,437

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 468,537 △ 10,712 4,064 461,889 315,384 9,170,325
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連　結　注　記　表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

　　　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

　　連結子会社の数　　　　　　　４社

　　　連結子会社の名称　　　　　日伊包装株式会社

　　　株式会社ウイスト

　　　Ｍｕｔｕａｌ（Ｔｈａｉｌａｎｄ)Ｃｏ.,Ｌｔｄ.

　　　三晴精機株式会社

２．会計方針に関する事項

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券で時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資

　産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　なお、複合金融商品については、組込デリバティブを区別して測定できないた

　め、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

ロ．その他有価証券で時価のないもの

　　移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　　　　　時価法により評価しております。

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品：主として個別法による原価法(連結貸借対照表価額は収益性の

　低下による簿価切下げの方法)により算定しております。

　　　　　原材料：移動平均法による原価法(連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

　　　　　　　　　げの方法)により算定しております。
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　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法によっております。但し1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　１４年～４７年

　　　機械装置及び運搬具　　７年～１２年

②無形固定資産(ソフトウエア）

社内における利用可能期間(５年）に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　　　　①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　　　　②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支

給見込額に基づき計上しております。

　　　　③役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上

しております。

　　　　④役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当連

結会計年度末における要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付に係る負債の対象従業

員が300名未満であるため、簡便法によっております。
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　　(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　　　　①ヘッジ会計の方法

　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処

　　　　　理の要件を充たしている場合には、振当処理を採用しております。

　　　②消費税等の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日)

　　を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

　　し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 1,022,881千円

有形固定資産の減損損失累計額　　　　　　　22,751千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　　　　　　　　　　　　　　普通株式　　　　　7,620,320株

２．配当に関する事項

　 (1)配当金支払額等

決 　 議 株式の種類 配当金の総額(千円) 1株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2 0 1 8年６月 2 6日

第74回定時株主総会
普通株式 161,298    25.00 2018年３月31日 2018年６月27日
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　 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

　　　2019年６月26日開催予定の第75回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。

①配当金の総額　　　　 　　193,557千円

②１株当たり配当額　　 　　　　30.00円

③基準日　　　　　　　　2019年３月31日

④効力発生日　　　　　　2019年６月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、有価証券運用規程等に基づき、安全性の確保を

重視して運用しております。資金調達については、銀行借入による方針であります。また、

デリバティブは、為替変動リスクを回避するため為替予約取引等を活用しており、投機的

な取引は行いません。

　(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。当該リスクに関しては、当社グループの与信限度管理規程に従い、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況については、調査機

関の調査報告等により、随時把握するよう努めております。

有価証券及び投資有価証券は、その他の有価証券である株式及び債券であり、市場価格

の変動リスクに晒されていますが、日常的に市場価格の変動を把握しており、必要に応じ

てタイムリーに社内報告を実施しております。

営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、その殆どが６ケ月以内の

支払期日であります。

一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として

先物予約を利用してヘッジしております。

借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る将来の為替の変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で、また金利関連では債券の将来の金利市場における利率

下落による変動リスクを回避する目的で利用しております。

デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限を定めた社内規程に従って行

っており、また、デリバティブの利用にあたりましては、信用リスクを軽減するために、

高格付の金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないものと認識しておりま

す。

なお、営業債務や借入金は、流動性リスクや金利変動リスクに晒されていますが、当社

グループでは、各社が月次で資金繰計画を作成し、随時見直しを行いながら全体としての

資金管理を行っております。
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　(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含まれておりません。

連結貸借対照表計上額

(千円)
時価　(千円) 差額　(千円)

①現金及び預金

②受取手形及び売掛金

③電子記録債権

④有価証券及び

　投資有価証券

⑤前渡金

⑥長期預金

⑦支払手形及び買掛金

⑧電子記録債務

⑨未払法人税等

⑩前受金

⑪デリバティブ

4,555,443

3,963,000

372,150

1,422,243

770,200

1,500

2,671,427

755,403

356,411

1,388,697

△ 8,860

4,555,443

3,963,000

372,150

1,422,243

770,200

1,500

2,671,427

755,403

356,411

1,388,697

△ 8,860

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

　(注) １．金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権、並びに⑤前渡金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

－ 11 －

連結注記表



④有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。

⑥長期預金

　長期預金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の預金に預入れを行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑦支払手形及び買掛金、⑧電子記録債務、⑨未払法人税等、及び⑩前受金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

⑪デリバティブ

　デリバティブの時価は、取引金融機関等から提示された価格によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 1,100

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、「④有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

　　　　　１株当たり純資産額　　 1,372円45銭

　　　　　１株当たり当期純利益　　  91円31銭

その他の注記

  連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金

額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合 　 　 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2 0 1 8年 ４ 月1日 期 首 残 高 669,700 695,975 695,975 39,500 5,020,000 1,710,195 6,769,695 △ 769,536 7,365,834

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 161,298 △ 161,298 △ 161,298

当 期 純 利 益 478,738 478,738 478,738

自 己 株 式 の 取 得 △ 20 △ 20

株 主 資 本 以 外 の
項目の当事業年度中の変動
額 （ 純 額 ）

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 317,439 317,439 △ 20 317,419

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1日 期 末 残 高 669,700 695,975 695,975 39,500 5,020,000 2,027,635 7,087,135 △ 769,556 7,683,254

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

2 0 1 8年 ４ 月1日 期 首 残 高 600,263 △ 4,453 595,809 7,961,644

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 161,298

当 期 純 利 益 478,738

自 己 株 式 の 取 得 △ 20

株 主 資 本 以 外 の
項目の当事業年度中の変動
額 （ 純 額 ）

△ 172,666 △ 6,258 △ 178,924 △ 178,924

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △ 172,666 △ 6,258 △ 178,924 138,495

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1日 期 末 残 高 427,597 △ 10,712 416,884 8,100,139
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券で時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

その他有価証券で時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法により評価しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　商品、仕掛品：個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

　　　　　　　　　　　げの方法)により算定しております。

　　　　原材料：移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

　　　　　　　　の方法)により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。但し1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　１４年～４７年

機械及び装置　　　　　　　７年～１２年

(2) 無形固定資産(ソフトウエア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

   (3) リース資産

　　　　 所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとした定額法によっております。
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３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金の対象従業員が300名未満であ

るため、簡便法によっております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合には、振当処理を採用しております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日)

　　を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　790,599千円

２．有形固定資産の減損損失累計額　　　　　　 16,322千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　 短期金銭債権　　　　　　　　　　　　85,424千円

　　　　 長期金銭債権　　　　　　　　　　　 148,460千円

　　　　 短期金銭債務　　　　　　　　　　　 853,554千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

         営業取引による取引高

　　　 売 上 高　　　　　　　　 3,891千円

　　 　仕 入 高 　　　　　　1,499,441千円

         営業取引以外の取引による取引高

営業外収益　　　　　　　24,568千円

営業外費用　　　　　　　80,606千円
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株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　　　　　　　　　　　普通株式　　　　　　1,168,413株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　繰延税金資産

　　　　　　　たな卸資産      　　　　　　　　　 　    105,339千円

              関係会社株式      　　　　　　　　　　    52,819千円

              会員権      　　　　　　　 　　　　 　    17,828千円

　　　　　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　39,291千円

　　　　　　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　    23,546千円

　　　　　    その他　　　　　　　　　　　　　　　　    47,177千円

　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　     286,002千円

              評価性引当額                           △121,180千円

            繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　     164,822千円

　　　　　　繰延税金負債

　　　　　　　その他有価証券評価差額金　　　 　　    △187,481千円

　　　　　　　その他　　　　　　　　 　　　 　　　    △10,753千円

　　　　　　繰延税金負債計                           △198,234千円

            繰延税金資産の純額　　　　   　 　　　    △33,412千円
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

当社が有す

る関連当事

者の議決権

の数の割合

（％）

関連当事者

が有する当

社の議決権

の数の割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社
ウイスト

57.0 －
製品の仕入

役員の兼任

債務の保証

製 品 の
仕 入 1,427,358 買掛金 812,647

〃
Mutual(Th
ailand)
Co.,Ltd.

100.0 －
製品の仕入

資金の貸付

資 金 の
貸 付 101,162 長期

貸付金 148,460

(注)１．価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に決定しております。

　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　　３. 子会社 Mutual(Thailand)Co.,Ltd.の長期貸付金に対し127,904千円の貸倒引当金を計上

      しております。また、当期において80,606千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

１株当たり情報に関する注記

　　　　　１株当たり純資産額　　　1,255円46銭

　　　　　１株当たり当期純利益　　　 74円20銭

その他の注記

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、表示単位未満

の端数を切り捨てて表示しております。
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